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ヨーロッパ人権委員会および人権裁判所
宮　　崎　　繁　　樹
The　European　Commission　of　Hu正nan　Rights
and　the　European　Court　of　Human　Rights
Sh｛geki　Miyazaki
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人権および基本的自由の保護のためのローマ条約（191　概　　　要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50年・ヨーロッパ人権条約）によって設置され，締約
ヨーPtソバ人権委員会とヨーロッパ人権裁判所は，　　国の地域内にあるすべての者の，この条約に規定され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（58）
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た権利と自由の保護のために設置された国際機関であ
る○その由来，運用については，ヨーロッパ理事会
Conseil　de　I’Europeと密接な関係にあるけれども，
法的には，その設置条約であるヨーロッパ理事会規程
（1949年）とは別個の前記条約によって設置された特
別の機関なのである。
2　発足と特色
　人権委員会は，人権条約の発効と同時に設置される
建前であったが，具体的セこ，ヨーロッパ理事会協議総
会が提出した候補者名簿の中から14名の委員（人権条
約加盟国数と同数）が閣僚委員会により任命されたの
・は，1954年5月】8日であった。国家による訴願は，そ
れによって受理可能となったが，人権を侵害された個
人からの訴願が可能となったのは，6加盟国から個人
r訴願受理承認宣言が寄託された，翌年7月5日からで
あり，この点が，個人の国際法主体性と関連して，極
めて特色のある点なのである。
　世界人権宣言（1948年）は，道i義的には高い価値を
：持っているが，国際条約ではなく，したがって，法的
拘束力がない。しかし，ヨーロッパ人権条約は，条約
として加盟国を法的に拘束する。それのみならず，
個人が国内機関によって人権侵害に対する十分な救済
を受けられない場合には，その被害老個人に，加害国
を相手とし，（その自国さえも相手として）国際機関
に救済を求める資格を認めたのである。この点，極め
てユニークなものであるということができる。
　人権裁判所は，これに対して，人権条約の発効によ
って当然設立されるというものではなく，8加盟国以
上によって，義務的管轄の受諾が行われることが発足
の条件であった。この前提条件は，1958年9月3日充
足され，協議総会は閣僚委員会から提出された候補者
名簿に基づいて，15名の裁判官（ヨーロッパ理事会加
盟国の数と同数）を，翌年1月21日に選出した。人権
裁判所の訴訟当事者となりうるものは，加盟国と人権
委員会に限られ，個人には提訴権がないけれども，被
侵害者の母国自体が訴えられているような場合には，
委員会が被害者たる個人の代理的役割を果すことにな
る。
3　手 続
　人権委員会および人権裁判所の審理手続に関して
は，前記「人権条約」および，委員会と裁判所が自ら
制定した「各手続規則」によって規定されているが，
図解すると，別図の通りである。
　注釈を加えると，個人の委員会に対する訴願につい
ては，濫訴を防止するため，3人の委員からなる班
Group（普通班と労働班とある）によって予備審査さ
れ，提訴が受理不適の場合は直ちに却下され，受理さ
れたものは，7人の委員によって構成される小委員会
にょって審理され，友好的解決が計られる。友好的解
決に成功した場合は簡単な報告書を関係国と閣僚委員
会およびヨーロッパ理事会の事務総長に送付する。解
決に失敗したときは人権条約の違反事実の有無を含む
報告書を作成し，関係国と閣僚委員会に報告する。報
告書送付後3月以内に問題が加盟国または人権委員会
から裁判所に提訴される。その期間内に提訴されない
場合は，閣僚委員会自体が，人権条約違反の右無を決
定し，違反ありと認められたときは一定措置および関
係国がそれを実施すべき期間を決定する。裁判所の判
決は閣僚委員会にも送付され，判決の実行は，閣僚委
員会によって監視される。
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